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(57)【要約】
【課題】床下空間の温度を予測して、居室空間の温度を
効率よく低下させる。
【解決手段】基礎２と１階の床３との間で区画された床
下空間４の空気Ａｉを居室空間１６に供給する給気手段
２０を具えた建物の空調システムである。制御手段２７
は、現在の季節が夏季であり、かつ、居室空間１６の温
度が予め定められた温度よりも高い場合、外気Ａｏの温
度、及び、居室空間１６の温度に基づいて、現在から予
め定められた時間が経過した後の床下空間４の温度を予
測する床下空間温度予測工程Ｓ４、並びに、予測された
床下空間４の温度に基づいて、給気手段２０の給気量を
増減させる給気量増減工程Ｓ５を実施する。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基礎と１階の床との間で区画された床下空間の空気を居室空間に供給する給気手段を具
えた建物の空調システムであって、
　外気の温度を検知する外気温度検知手段、
　前記居室空間の温度を検知する居室空間温度検知手段、及び
　前記給気手段を制御する制御手段を含み、
　前記制御手段は、現在の季節が夏季であり、かつ、前記居室空間の温度が予め定められ
た温度よりも高い場合、
　前記外気の温度、及び、前記居室空間の温度に基づいて、現在から予め定められた時間
が経過した後の前記床下空間の温度を予測する床下空間温度予測工程、並びに
　前記予測された床下空間の温度に基づいて、前記給気手段の給気量を増減させる給気量
増減工程を実施することを特徴とする建物の空調システム。
【請求項２】
　前記給気手段は、第１給気量、又は、前記第１給気量よりも多い第２給気量で、前記床
下空間の空気を前記居室空間に供給可能であり、
　前記給気量増減工程は、
　予測された前記床下空間の温度と、前記居室空間の温度と、前記第１給気量と、空気の
比熱とに基づいて、第１冷却能力を計算する工程、
　予測された前記床下空間の温度と、前記居室空間の温度と、前記第２給気量と、前記空
気の比熱とに基づいて、第２冷却能力を計算する工程、及び
　前記第２冷却能力と、前記第１冷却能力との差が、予め定められた閾値よりも大きい場
合、前記床下空間の空気を、前記第２給気量で供給し、
　前記第２給気量での冷却能力と、前記第１給気量での冷却能力との差が、前記閾値以下
である場合、前記床下空間の空気を、前記第１給気量で供給する請求項１記載の建物の空
調システム。
【請求項３】
　前記床下空間温度予測工程は、現在の地中の温度を予測する工程と、
　現在から予め定められた時間が経過した後の床下空間の温度の増分値を計算する増分値
計算工程と、
　前記床下空間の温度の増分値に基づいて、床下空間の温度を予測する工程とを含み、
　前記増分値は、前記外気の温度と、前記居室空間の温度と、外気影響係数と、室温影響
係数と、地熱影響係数とに基づいて計算される請求項１又は２に記載の建物の空調システ
ム。
【請求項４】
　前記外気影響係数は、前記基礎の熱貫流率、前記基礎の地盤面からの高さ、空気の容積
比熱、前記床下空間の換気量、前記床下空間の容積、土間コンクリートの容積比熱、又は
／及び、前記土間コンクリートの厚さに基づいて計算される請求項３記載の建物の空調シ
ステム。
【請求項５】
　前記室温影響係数は、前記１階の床の熱貫流率、前記１階の床の面積、空気の容積比熱
、前記床下空間の容積、土間コンクリートの容積比熱、又は／及び、前記土間コンクリー
トの厚さに基づいて計算される請求項３又は４に記載の建物の空調システム。
【請求項６】
　前記地熱影響係数は、地盤の熱貫流率、土間コンクリートの面積、空気の容積比熱、前
記床下空間の容積、土間コンクリートの容積比熱、又は／及び、前記土間コンクリートの
厚さに基づいて計算される請求項３乃至５のいずれかに記載の建物の空調システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
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　本発明は、床下空間の空気を居室空間に供給する給気手段を具えた建物の空調システム
に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、基礎と１階の床との間で区画された床下空間の空気を、居室空間に供給して換気
を行う給気手段を具えた建物の空調システムが提案されている。このような建物の空調シ
ステムは、夏季でも冷たい床下空間の空気を、居室空間に供給し、居室空間の温度を低下
させることができる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１０－１９０４９３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　床下空間の温度は、外気及び居室空間等から伝達される熱により、時々刻々と変化する
。従って、上記建物の空調システムでは、床下空間の温度に応じた最適な制御が必要であ
る。例えば、床下空間の温度が今後高くなり、かつ居室空間との温度差が小さくなる状況
で、上記給気手段の給気量を増加させた場合、居室空間の温度を十分に低下させることが
できないばかりか、給気手段のランニングコストが無駄に増大するという問題があった。
【０００５】
　本発明は、以上のような実状に鑑み案出されたもので、床下空間の温度を予測し、その
温度に基づいて、給気手段の給気量を増減させることを基本として、床下空間の温度を予
測して、居室空間の温度を効率よく低下させることができる建物の空調システムを提供す
ることを主たる目的としている。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明は、基礎と１階の床との間で区画された床下空間の空気を居室空間に供給する給
気手段を具えた建物の空調システムであって、外気の温度を検知する外気温度検知手段、
前記居室空間の温度を検知する居室空間温度検知手段、及び前記給気手段を制御する制御
手段を含み、前記制御手段は、現在の季節が夏季であり、かつ、前記居室空間の温度が予
め定められた温度よりも高い場合、前記外気の温度、及び、前記居室空間の温度に基づい
て、現在から予め定められた時間が経過した後の前記床下空間の温度を予測する床下空間
温度予測工程、並びに前記予測された床下空間の温度に基づいて、前記給気手段の給気量
を増減させる給気量増減工程を実施することを特徴とする。
【０００７】
　本発明に係る前記建物の空調システムにおいて、前記給気手段は、第１給気量、又は、
前記第１給気量よりも多い第２給気量で、前記床下空間の空気を前記居室空間に供給可能
であり、前記給気量増減工程は、予測された前記床下空間の温度と、前記居室空間の温度
と、前記第１給気量と、空気の比熱とに基づいて、第１冷却能力を計算する工程、予測さ
れた前記床下空間の温度と、前記居室空間の温度と、前記第２給気量と、前記空気の比熱
とに基づいて、第２冷却能力を計算する工程、及び前記第２冷却能力と、前記第１冷却能
力との差が、予め定められた閾値よりも大きい場合、前記床下空間の空気を、前記第２給
気量で供給し、前記第２給気量での冷却能力と、前記第１給気量での冷却能力との差が、
前記閾値以下である場合、前記床下空間の空気を、前記第１給気量で供給するが望ましい
。
【０００８】
　本発明に係る前記建物の空調システムにおいて、前記床下空間温度予測工程は、現在の
地中の温度を予測する工程と、現在から予め定められた時間が経過した後の床下空間の温
度の増分値を計算する増分値計算工程と、前記床下空間の温度の増分値に基づいて、床下
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空間の温度を予測する工程とを含み、前記増分値は、前記外気の温度と、前記居室空間の
温度と、外気影響係数と、室温影響係数と、地熱影響係数とに基づいて計算されるのが望
ましい。
【０００９】
　本発明に係る前記建物の空調システムにおいて、前記外気影響係数は、前記基礎の熱貫
流率、前記基礎の地盤面からの高さ、空気の容積比熱、前記床下空間の換気量、前記床下
空間の容積、土間コンクリートの容積比熱、又は／及び、前記土間コンクリートの厚さに
基づいて計算されるのが望ましい。
【００１０】
　本発明に係る前記建物の空調システムにおいて、前記室温影響係数は、前記１階の床の
熱貫流率、前記１階の床の面積、空気の容積比熱、前記床下空間の容積、土間コンクリー
トの容積比熱、又は／及び、前記土間コンクリートの厚さに基づいて計算されるのが望ま
しい。
【００１１】
　本発明に係る前記建物の空調システムにおいて、前記地熱影響係数は、地盤の熱貫流率
、土間コンクリートの面積、空気の容積比熱、前記床下空間の容積、土間コンクリートの
容積比熱、又は／及び、前記土間コンクリートの厚さに基づいて計算されるのが望ましい
。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明の建物の空調システムは、基礎と１階の床との間で区画された床下空間の空気を
居室空間に供給する給気手段を具える。このような建物の空調システムは、夏は冷たく、
冬は暖かい床下空間の空気を利用して、居室空間を効果的に換気することができる。
【００１３】
　また、本発明の建物の空調システムは、外気の温度を検知する外気温度検知手段、居室
空間の温度を検知する居室空間温度検知手段、及び、給気手段を制御する制御手段を含ん
でいる。制御手段は、現在の季節が夏季であり、かつ、居室空間の温度が予め定められた
温度よりも高い場合、外気の温度、及び、居室空間の温度に基づいて、現在から予め定め
られた時間が経過した後の床下空間の温度を予測する床下空間温度予測工程、並びに、予
測された床下空間の温度に基づいて、給気手段の給気量を増減させる給気量増減工程を実
施する。
【００１４】
　このような建物の空調システムでは、例えば、予測された床下空間の温度が高く、かつ
居室空間との温度差が小さい場合、給気手段の給気量を減少させて、給気手段の無駄な運
転を減らすことができるため、ランニングコストの増大を抑制することができる。一方、
予測された床下空間の温度が低く、かつ居室空間との温度差が大きい場合、給気手段の給
気量を増加させ、居室空間の温度を効果的に低下させることができる。従って、本発明の
建物の空調システムでは、予測された床下空間の温度に基づいて、給気手段の給気量を増
減させ、居室空間の温度を効率よく低下させることができる。
【００１５】
　しかも、本発明の建物の空調システムでは、例えば、床下空間の温度を検知する手段を
設けることなく、床下空間の温度を予測することができる。このため、床下空間に、温度
センサーや信号線の配置が不要となり、初期費用を抑えることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】本実施形態の空調システムが用いられる建物の一例を示す断面図である。
【図２】本実施形態の空調システムの給気手段の作用を示す断面図である。
【図３】制御手段の概念図である。
【図４】本実施形態の制御手順の一例を示すフローチャートである。
【図５】本実施形態の床下空間温度予測工程の処理手順の一例を示すフローチャートであ
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る。
【図６】図１の床下空間を拡大して示す断面図である。
【図７】本実施形態の増分値計算工程の処理手順の一例を示すフローチャートである。
【図８】１時間毎の外気の温度の実測値と日時との関係を示すグラフである。
【図９】１時間毎の１階の居室空間の温度の実測値と日時との関係を示すグラフである。
【図１０】１時間毎の床下空間の予測温度と日時との関係を示すグラフである。
【図１１】１時間毎の床下空間の温度の実測値と日時との関係を示すグラフである。
【図１２】本実施形態の給気量増減工程の処理手順の処理手順の一例を示すフローチャー
トである。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　以下、本発明の実施の一形態が図面に基づき説明される。
　本実施形態の建物の空調システム（以下、単に「空調システム」ということがある）は
、床下空間の冷たい空気を利用して、居室空間の温度を効果的に低下させるためのもので
ある。この空調システムは、例えば、一般的な住宅やビル等の建物に用いることができる
。
【００１８】
　図１は、本実施形態の空調システムが用いられる建物の一例を示す断面図である。また
、図２は、本実施形態の空調システムの給気手段の作用を示す断面図である。建物ＢＬは
、地盤Ｇに固定される基礎２、該基礎２の上方で支持される１階の床３、及び、該基礎２
と床３との間で区画される床下空間４を有している。
【００１９】
　基礎２は、建物ＢＬの外周に連続して配置されている。本実施形態の基礎２は、鉄筋コ
ンクリート製の布基礎として構成されている。また、基礎２は、地中Ｇｉ内で水平にのび
るベース部２ａと、該ベース部２ａの幅方向の略中央から上方へのび、かつ、地中Ｇｉか
ら突出する立上がり部２ｂとを含んでいる。立上がり部２ｂの上面側には、例えば、土台
（図示省略）を介して外壁６が固定されている。
【００２０】
　床下空間４には、床下空間４の底面をなす土間コンクリート７が敷設されている。この
土間コンクリート７は、床下空間４の空気（以下、単に「床下空気」ということがある。
）Ａｉ（図２に示す）と、一年を通して温度変化が小さい地中熱Ｈとを熱交換可能な熱交
換部８として構成されている。このような床下空間４は、夏は冷たく、冬は暖かい床下空
気Ａｉを蓄えることができる。
【００２１】
　床下空間４には、屋外Ｓｏの新鮮な空気（以下、単に「外気」ということがある。）Ａ
ｏを導入する取り入れ口９が設けられている。また、床下空間４には、例えば、土間コン
クリート７に固定される束（図示省略）や、床３を支える大引き（図示省略）が配置され
ている。
【００２２】
　さらに、床下空間４には、例えば、基礎２の立上がり部２ｂに沿って配置される基礎断
熱材１１が設けられている。このような基礎断熱材１１は、基礎２を介して伝えられる外
気Ａｏの熱を遮断することができる。従って、基礎断熱材１１は、床下空間４の温度変化
を、効果的に小さくすることができる。なお、基礎断熱材１１には、例えば、耐熱性及び
耐衝撃性に優れるポリスチレンフォーム、ウレタンフォーム、又は、フェノールフォーム
等の板状体が採用されるのが望ましい。
【００２３】
　建物ＢＬには、外壁６で囲まれる空間に、間仕切り壁１４が設けられている。これによ
り、建物ＢＬの空間は、居室空間１６、及び、トイレや洗面所等の非居室空間１７に区分
される。本実施形態の居室空間１６は、１階の居室空間１６ａと、２階の居室空間１６ｂ
とを含んでいる。
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【００２４】
　本実施形態の空調システムは、床下空気Ａｉを居室空間１６に供給する給気手段２０が
設けられている。給気手段２０は、居室空間１６と床下空間４とを連通する空気流路２１
を含んでいる。
【００２５】
　本実施形態の空気流路２１は、例えば、本体部２１ａ、本体部２１ａの一端側と床下空
間４とを連通する取り出し口２１ｂ、及び、本体部２１ａの他端側と１階の居室空間１６
ａとを連通する吹き出し口２１ｃを含んでいる。本実施形態の本体部２１ａは、例えば、
床下空間４側から上方にのびるダクト（図示省略）、又は、間仕切り壁１４の内部によっ
て形成されている。吹き出し口２１ｃは、１階の居室空間１６ａの間仕切り壁１４に設け
られている。
【００２６】
　さらに、給気手段２０は、例えば、床下空間４内を負圧にして、床下空気Ａｉを、１階
の居室空間１６ａに案内する送風手段２２を含んでいる。本実施形態の送風手段２２は、
例えば、複数の羽根が回転するファンからなり、回転数を増減させて運転することができ
る。従って、給気手段２０は、床下空気Ａｉの給気量を増減させることができる。本実施
形態の給気手段２０は、第１給気量（通常運転）、又は、第１給気量よりも多い第２給気
量（強運転）で、床下空気Ａｉを居室空間１６に供給可能に設定されている。なお、第１
給気量（通常運転）は、建物ＢＬに必要な換気回数（例えば、０．５回／ｈ）に基づいて
設定される。
【００２７】
　このような給気手段２０は、図２に示されるように、先ず、送風手段２２によって、床
下空気Ａｉが、給気手段２０の本体部２１ａに案内される。次に、本体部２１ａに案内さ
れた床下空気Ａｉは、本体部２１ａから吹き出し口２１ｃを介して、１階の居室空間１６
ａに供給される。さらに、１階の居室空間１６ａに供給された床下空気Ａｉは、階段や吹
き抜け（図示省略）を介して、２階の居室空間１６ｂに供給される。
【００２８】
　このように、給気手段２０は、夏は冷たく、冬は暖かい床下空気Ａｉを、１階の居室空
間１６ａ及び２階の居室空間１６ｂに給気することができる。このような床下空気Ａｉは
、例えば、１階の居室空間１６ａ及び２階の居室空間１６ｂを初期空調するのに役立つ。
【００２９】
　さらに、本実施形態の給気手段２０は、第１給気量（通常運転）よりも多い第２給気量
（強運転）で、冷たい床下空気Ａｉを、居室空間１６に積極的に供給することができる。
従って、給気手段２０は、居室空間１６の温度を効果的に低下させることができる。この
ような作用を効果的に発揮させるために、第２給気量は、第１給気量の１．５倍～４．０
倍に設定されるのが望ましい。
【００３０】
　また、１階の居室空間１６ａ及び２階の居室空間１６ｂの空気Ａｒ（Ａｉ）は、建物Ｂ
Ｌの隙間や、図示しない排気手段によって、屋外Ｓｏに排出される。従って、本実施形態
の空調システムは、床下空気Ａｉを循環させて、１階の居室空間１６ａ及び２階の居室空
間１６ｂを効果的に換気することができる。
【００３１】
　本実施形態の給気手段２０では、床下空気Ａｉが、空気流路２１を介して１階の居室空
間１６ａのみに供給されるものが例示されたが、これに限定されるわけではない。例えば
、空気流路２１の本体部２１ａを、２階の居室空間１６ｂまで延長させて、２階の居室空
間１６ｂに、床下空気Ａｉが直接供給されるものでもよい。
【００３２】
　図１に示されるように、本実施形態の空調システムは、外気温度検知手段２５、居室空
間温度検知手段２６、及び、給気手段２０を制御する制御手段２７を含んでいる。図３は
、本実施形態の制御手段２７の概念図である。
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【００３３】
　外気温度検知手段２５は、温度センサーからなる。本実施形態の外気温度検知手段２５
は、床下空間４の取り入れ口９側に配置されている。これにより、外気温度検知手段２５
は、日射や風等の影響を受けるのを防ぐことができるため、外気Ａｏの温度を正確に検知
することができる。さらに、外気温度検知手段２５は、日射、風及び雨等に直接曝される
のを防ぐことができるため、耐久性を向上しうる。なお、外気温度検知手段２５は、この
ような態様に限定されるわけではなく、例えば、外壁６に配置されてもよい。また、外気
温度検知手段２５は、制御手段２７に接続されている。これにより、外気温度検知手段２
５は、検知した外気Ａｏの温度を、制御手段２７に伝達することができる。
【００３４】
　居室空間温度検知手段２６は、外気温度検知手段２５と同様に、温度センサーからなる
。本実施形態の居室空間温度検知手段２６は、１階の居室空間１６ａに配置される。また
、居室空間温度検知手段２６は、制御手段２７に接続されている。これにより、居室空間
温度検知手段２６は、検知した１階の居室空間１６ａの温度を、制御手段２７に伝達する
ことができる。なお、居室空間温度検知手段２６は、例えば、１階に設けられるエアコン
等の空調装置（図示省略）に内蔵されている温度センサー（図示省略）で代用してもよい
。
【００３５】
　制御手段２７は、例えば、間仕切り壁１４等に設置されている。図３に示されるように
、制御手段２７は、ＣＰＵ（中央演算装置）からなる演算部３１と、制御手順が予め記憶
されている記憶部３２と、記憶部３２から制御手順を読み込む作業用メモリ３３とを含ん
でいる。
【００３６】
　演算部３１には、給気手段２０の送風手段２２が接続されている。これにより、演算部
３１は、送風手段２２に信号を伝達し、第１給気量、又は、第２給気量に切り替えて、床
下空気Ａｉを供給させることができる。
【００３７】
　記憶部３２には、外気温度検知手段２５によって検知した外気Ａｏの温度が、一時間毎
に記録される。また、本実施形態の演算部３１は、記憶部３２に記録されている外気Ａｏ
の温度から、１月１日から１２月３１日までの各日ごとに、外気Ａｏの平均温度を計算し
ている。外気Ａｏの平均温度は、記憶部３２に記録される。また、本実施形態の記憶部３
２には、後述する工程Ｓ４３において予測された床下空間４の温度（第１予測床下温度θ
(t)）が、一時間毎に記憶される。さらに、記憶部３２には、建物ＢＬが建てられた地域
の気象データ（アメダス）が記憶されている。
【００３８】
　図４は、本実施形態の制御手順の一例を示すフローチャートである。図１及び図４に示
されるように、本実施形態の制御手順は、予測された床下空間４の温度に基づいて、給気
手段２０の給気量を増減させ、居室空間１６（本実施形態では、１階の居室空間１６ａ）
の温度を効率よく低下させるための手順である。
【００３９】
　本実施形態では、先ず、制御手段２７によって、現在の季節が、夏季か否かが判断され
る（工程Ｓ１）。この工程Ｓ１では、外気温度検知手段２５によって検知された外気Ａｏ
の温度が、２８℃よりも高いか否かによって判断されている。なお、現在の季節が、夏季
か否かの判断は、このような態様に限定されるわけではない。例えば、現在の日付が、記
憶部３２（図３に示す）に予め入力された夏季の期間（例えば、７月～９月）に該当する
か否かによって判断されてもよい。
【００４０】
　現在の季節が、夏季であると判断された場合（工程Ｓ１で「Ｙ」）、次の工程Ｓ２が実
行される。一方、現在の季節が、夏季でないと判断された場合（工程Ｓ１で「Ｎ」）、居
室空間１６の温度を低下させる必要がない。このため、本実施形態では、第１給気量で床
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下空気Ａｉを供給する工程Ｓ３が実施され、制御手順に基づく処理が終了する。
【００４１】
　次に、制御手段２７は、居室空間１６の温度が予め定められた温度よりも高いか否かを
判断する（工程Ｓ２）。本実施形態では、１階の居室空間１６ａの温度に基づいて、予め
定められた温度よりも高いか否かが判断される。予め定められた温度については、適宜設
定することができるが、居室空間１６の温度を低下させる観点より、２７℃～３０℃（本
実施形態では、２８℃）に設定されるのが望ましい。
【００４２】
　居室空間１６の温度が、予め定められた温度（本実施形態では、２８℃）よりも高い場
合、次の床下空間温度予測工程Ｓ４が実施される。一方、居室空間１６の温度が、予め定
められた温度（本実施形態では、２８℃）以下である場合、居室空間１６の温度を低下さ
せる必要がない。このため、本実施形態では、第１給気量で床下空気Ａｉを供給する工程
Ｓ３が実施され、制御手順に基づく処理が終了する。
【００４３】
　次に、制御手段２７は、現在から予め定められた時間が経過した後の床下空間４の温度
を予測する（床下空間温度予測工程Ｓ４）。床下空間温度予測工程Ｓ４では、床下空間４
に温度センサー等を設けることなく、外気Ａｏの温度及び居室空間１６の温度に基づいて
、現在から予め定められた時間が経過した後の床下空間４の温度が予測される。
【００４４】
　本実施形態の床下空間温度予測工程Ｓ４では、第１給気量で床下空気Ａｉを供給した場
合の床下空間４の温度（以下、単に「第１予測床下温度」ということがある）、及び、第
２給気量で床下空気Ａｉを供給した場合の床下空間４の温度（以下、単に「第２予測床下
温度」ということがある）が予測される。図５は、本実施形態の床下空間温度予測工程Ｓ
４の処理手順の一例を示すフローチャートである。図６は、図１の床下空間４を拡大して
示す断面図である。
【００４５】
　床下空間温度予測工程Ｓ４では、先ず、制御手段２７が、現在の地中Ｇｉの温度を予測
する（工程Ｓ４１）。本実施形態の地中の温度は、建物ＢＬの下に配される地中Ｇｉの温
度である。地中Ｇｉの温度は、適宜求めることができるが、例えば、文献（宇田川光弘著
、「パソコンによる空気調和計算法」、オーム社、１９８６年、Ｐ７２－Ｐ７３）の記載
に基づいて、下記式（１）を用いて計算することができる。
【００４６】
【数１】

　ここで、
　　θsg(t-1)：現在の地中の温度（℃）
　　ＴAVE：予測された床下空間の平均温度（℃）
　　Ｔmax：外気の平均温度の最高値（℃）
　　Ｔmin：外気の平均温度の最低値（℃）
　　Ｆ：日数（日）
　　ａ、ｂ：定数
【００４７】
　工程Ｓ４１では、先ず、記憶部３２（図３に示す）に１時間毎に記録されている予測さ
れた床下空間４の温度に基づいて、現在から１年前の日時までの床下空間４の温度の平均
値（以下、「１年分の床下空間４の温度の平均値」ということがある。）が計算される。
なお、建物ＢＬの竣工当初など、記録されている床下空間４の温度が不足している場合は
、その不足分を、記憶部３２に記憶されている気象データ（アメダス）の外気の温度から
補って、１年分の床下空間４の温度の平均値が計算される。このような床下空間４の温度
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の平均値は、上記式（１）において、予測された床下空間の平均温度ＴAVEに用いられる
。
【００４８】
　次に、工程Ｓ４１では、記憶部３２（図３に示す）に記録されている１年前までの各日
の外気の平均温度から、最も高い平均温度（以下、「外気の平均温度の最高値」というこ
とがある）が抽出される。なお、建物ＢＬの竣工当初など、記録されている外気Ａｏの平
均温度が不足している場合は、気象データ（アメダス）から不足している日時の外気Ａｏ
の平均温度を計算し、さらに、該計算結果、及び、記録されている各日の外気Ａｏの平均
温度から、外気Ａｏの平均温度の最高値が抽出される。このような外気の平均温度の最高
値は、上記式（１）において、外気の平均温度の最高値Ｔmaxに用いられる。
【００４９】
　次に、工程Ｓ４１では、記憶部３２（図３に示す）に記録されている１年前までの各日
の外気の平均温度から、最も低い平均温度（以下、「外気の平均温度の最低値」というこ
とがある）が抽出される。なお、建物ＢＬの竣工当初など、記録されている外気Ａｏの平
均温度が不足している場合は、気象データ（アメダス）から不足している日時の外気Ａｏ
の平均温度を計算し、さらに、該計算結果、及び、記録されている各日の外気Ａｏの平均
温度から、外気Ａｏの平均温度の最低値が抽出される。このような外気の平均温度の最低
値は、上記式（１）において、外気の平均温度の最低値Ｔminに用いられる。
【００５０】
　日数Ｆは、１月１日から、地盤Ｇの上に配置される床下空間４の温度がピークとなる日
付までの期間の日数が設定される。床下空間４の温度がピークとなる日付は、外気Ａｏの
温度がピークとなる日付（８月１日）よりも、３０日（９月１日）～６０日（９月３０日
）程度遅れる傾向がある。このため、日数Ｆには、床下空間４の温度がピークとなる日付
（９月１日～９月３０日に基づいて、１月１日からの期間日数である２４４日～２７３日
（本実施形態では、２５８日）が設定される。
【００５１】
また、定数ａ及び定数ｂは、建物ＢＬの構造、地中Ｇｉの温度が予測される予測位置３４
の地盤面Ｇｓからの深さＺ、及び／又は、建物ＢＬが建てられた地域（地盤Ｇ）等を考慮
して適宜設定されるパラメータである。本実施形態では、例えば、ａ＝－１．２０９８、
ｂ＝０．３が設定される。
【００５２】
　本実施形態では、上記式（１）、及び、各変数を用いることにより、現在の地中Ｇｉの
温度を正確に予測することができる。
【００５３】
　次に、現在から予め定められた時間が経過した後の床下空間４の温度の増分値を計算す
る（増分値計算工程Ｓ４２）。本実施形態では、例えば、現在から、０．５時間～１．５
時間（本実施形態では、１．０時間）後の増分値が予測される。図７は、本実施形態の増
分値計算工程Ｓ４２の処理手順の一例を示すフローチャートである。
【００５４】
　本実施形態の増分値計算工程Ｓ４２では、先ず、第１給気量で床下空気Ａｉを供給した
場合の床下空間４の温度の増分値（以下、単に「第１増分値」ということがある）を計算
する（工程Ｓ４２１）。
【００５５】
　本実施形態の第１増分値は、外気Ａｏの温度と、居室空間１６の温度と、外気影響係数
と、室温影響係数と、地熱影響係数とを含む下記式（２）に基づいて計算される。下記式
（２）は、床下空間４の熱収支を示す式であり、現在から予め定められた時間が経過した
後の床下空間４の温度の増分値（θ(t)－θ(t-1)）を求めるものである。
【００５６】
【数２】
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　ここで、
　　　θ(t)：現在から予め定められた時間が経過した後の床下空間の温度
　　　θ(t-1)：現在の床下空間の温度（℃）
　　　θout(t-1)：現在の外気の温度（℃）
　　　θi(t-1)：現在の居室空間の温度（℃）
　　　θsg(t-1)：現在の地中の温度（℃）
　　　Ａ：外気影響係数
　　　Ｂ：室温影響係数
　　　Ｃ：地熱影響係数
【００５７】
　現在の床下空間の温度θ(t-1)には、上記式（２）を用いて前回予測された現在の床下
空間の温度θ(t)が設定される。なお、建物ＢＬの竣工当初など、現在の床下空間の温度
が予測されていない場合は、現在の床下空間４の温度の推定値が設定される。この推定値
は、実際に測定した正確な数値でなくても良い。これは、上記式（２）を用いて、床下空
間の温度θ(t)が繰り返し予測されることにより、予測される床下空間４の温度θ(t)を、
実際の床下空間の温度に徐々に近似させることができる（収束する）ためである。
【００５８】
　現在の外気の温度θout(t-1)は、外気温度検知手段２５（図１に示す）で検知された外
気Ａｏの温度である。現在の地中の温度θsg(t-1)は、工程Ｓ４１において予測された予
測位置３４（図６に示す）での地中Ｇｉの温度である。現在の居室空間の温度θi(t-1)は
、居室空間温度検知手段２６で検知された１階の居室空間１６ａの温度である。なお、複
数の居室空間１６で温度が測定される場合には、例えば、各居室空間１６の温度と各居室
空間１６の床面積とを乗じた値をそれぞれ積算し、総床面積で除した加重平均によって、
現在の居室空間の温度θi(t-1)が求められるのが望ましい。
【００５９】
　図６に示すように、外気影響係数Ａは、床下空間４に対する外気Ａｏの熱の伝達しやす
さ（床下空間の温度θ(t-1)に対する外気の温度θout(t-1)の影響しやすさ）を示すもの
である。外気Ａｏの熱は、基礎２を介して床下空間４に伝達される。また、床下空間４の
大きさや、土間コンクリート７の容積比熱等により、床下空間４に対する外気Ａｏの熱の
伝達しやすさが異なる。
【００６０】
　このような観点より、本実施形態の外気影響係数Ａは、基礎２の熱貫流率Ｕw（Ｗ／ｍ
・Ｋ）、基礎２の外周長さＬ（ｍ）、空気の容積比熱Ｃp（kJ／ｍ3・Ｋ）、床下空間４の
換気量Ｖvent（ｍ3／ｈ）、床下空間４の容積Ｖuf（ｍ3）、土間コンクリート７の容積比
熱Ｃs（kJ／ｍ3・Ｋ）、又は／及び、土間コンクリート７の厚さＶs（mm）に基づいて、
適宜設定されるのが望ましい。なお、第１増分値の計算において、床下空間の換気量Ｖve

ntは、給気手段２０（図１に示す）の第１給気量（ｍ3／ｈ）が設定される。
【００６１】
　上記変数を用いることにより、例えば、換気熱損失（空気の容積比熱Ｃp×床下空間の
換気量Ｖvent）、基礎熱損失（基礎の熱貫流率Ｕw×基礎２の外周長さＬ）、床下空気熱
容量（空気の容積比熱Ｃp×床下空間の容積Ｖuf）、又は／及び、土間熱容量（土間コン
クリートの容積比熱Ｃs×土間コンクリートの厚さＶs）を計算することができる。これら
の換気熱損失、基礎熱損失、床下空気熱容量、又は／及び土間熱容量を適宜組み合わせる
ことにより、外気影響係数Ａが設定されるのが望ましい。
【００６２】
　室温影響係数Ｂは、床下空間４に対する１階の居室空間１６ａの熱の伝達しやすさ（床
下空間の温度θ(t-1)に対する１階の居室空間１６ａの温度θi(t-1)の影響のしやすさ）
を示すものである。１階の居室空間１６ａの熱は、床３を介して床下空間４に伝達される
。また、床下空間４の大きさや、土間コンクリート７の容積比熱等により、床下空間４に
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対する１階の居室空間１６ａの熱の伝達しやすさが異なる。
【００６３】
　このような観点より、室温影響係数Ｂは、１階の床３の熱貫流率Ｕf（Ｗ／ｍ2・Ｋ）、
１階の床の面積Ｓf（ｍ2）、空気の容積比熱Ｃp（kJ／ｍ3・Ｋ）、床下空間４の容積Ｖuf

（ｍ3）、土間コンクリート７の容積比熱Ｃs（kJ／ｍ3・Ｋ）、又は／及び、土間コンク
リート７の厚さＶs（mm）に基づいて計算されるのが望ましい。
【００６４】
　上記変数を用いることにより、例えば、床熱損失（１階の床の熱貫流率Ｕf×１階の床
の面積Ｓf）、床下空気熱容量（空気の容積比熱Ｃp×床下空間の容積Ｖuf）、及び、土間
熱容量（土間コンクリートの容積比熱Ｃs×土間コンクリートの厚さＶs）を計算すること
ができる。これらの床熱損失、床下空気熱容量、又は／及び土間熱容量を適宜組み合わせ
ることにより、室温影響係数Ｂが設定されるのが望ましい。
【００６５】
　地熱影響係数Ｃは、床下空間４対する地中熱Ｈ（図１に示す）の伝達しやすさ（床下空
間の温度θ(t-1)に対する地中の温度θsg(t-1)の影響のしやすさ）を示すものである。地
中熱Ｈは、地盤Ｇや土間コンクリート７を介して、床下空間４に伝達される。また、床下
空間４の大きさや、土間コンクリート７の容積比熱等により、床下空間４に対する地中熱
Ｈの伝達しやすさが異なる。
【００６６】
　このような観点より、地熱影響係数Ｃは、地盤Ｇの熱貫流率Ｕsg（Ｗ／ｍ2・Ｋ）、土
間コンクリート７の面積Ｓsg（ｍ2）、空気の容積比熱Ｃp（kJ／ｍ3・Ｋ）、床下空間４
の容積Ｖuf（ｍ3）、土間コンクリート７の容積比熱Ｃs（kJ／ｍ3・Ｋ）、又は／及び、
土間コンクリート７の厚さＶs（mm）に基づいて計算されるのが望ましい。
【００６７】
　上記変数を用いることにより、例えば、地盤熱損失（地盤の熱貫流率Ｕsg×土間コンク
リートの面積Ｓsg）、床下空気熱容量（空気の容積比熱Ｃp×床下空間の容積Ｖuf）、及
び、土間熱容量（土間コンクリートの容積比熱Ｃs×土間コンクリートの厚さＶs）を計算
することができる。これらの地盤熱損失、床下空気熱容量、又は／及び土間熱容量を適宜
組み合わせることにより、地熱影響係数Ｃが設定されるのが望ましい。
【００６８】
　上記式（２）では、現在の外気の温度θout(t-1)と、現在の床下空間の温度θ(t-1)と
の差（θout(t-1)－θ(t-1)）に、外気影響係数Ａが乗じられることにより、外気Ａｏの
熱による床下空間４の温度上昇分が求められる。また、現在の居室空間の温度θi(t-1)と
、現在の床下空間の温度θ(t-1)との差（θi(t-1)－θ(t-1)）に、室温影響係数Ｂが乗じ
られることにより、居室空間１６の熱による床下空間４の温度上昇分が求められる。さら
に、現在の地中の温度θsg(t-1)と、現在の床下空間の温度θ(t-1)との差（θsg(t-1)－
θ(t-1)）に、地熱影響係数Ｃが乗じられることにより、地中熱Ｈによる床下空間４の温
度上昇分が求められる。
【００６９】
　そして、外気Ａｏの熱による床下空間４の温度上昇分（θout(t-1)－θ(t-1)）×Ａと
、居室空間１６の熱による床下空間４の温度上昇分（θi(t-1)－θ(t-1)）×Ｂと、地中
熱Ｈによる床下空間４の温度上昇分（θsg(t-1)－θ(t-1)）×Ｃとを積算することにより
、第１給気量で床下空気Ａｉを供給した場合の床下空間４の温度の増分値（第１増分値（
θ(t)－θ(t-1)））を求めることができる。そして、後述する工程Ｓ４３において、第１
増分値（θ(t)－θ(t-1)）と、現在の床下空間４の温度θ(t-1)とを積算することにより
、第１給気量で床下空気Ａｉを供給した場合の床下空間４の温度（第１予測床下温度θ(t

)）を求めることができる。
【００７０】
　次に、上記方法に基づいて予測された床下空間の温度の正確性について、検証した結果
を述べる。図８は、１時間毎の外気の温度の実測値と日時との関係を示すグラフである。
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図９は、１時間毎の１階の居室空間の温度の実測値と日時との関係を示すグラフである。
【００７１】
上記式（１）及び上記式（２）を用いた上記方法に基づいて、図８に示した外気の温度の
実測値、及び、図９に示した１階の居室空間の温度の実測値から、第１給気量での床下空
間の温度が予測された。１時間毎の床下空間の予測温度と日時との関係を示すグラフを、
図１０に示す。なお、図１１は、１時間毎の床下空間の温度の実測値と日時との関係を示
すグラフである。また、各パラメータは、明細書中の記載通りであり、その他のパラメー
タは、下記のとおりである。
・第１給気量：３５０ｍ3／ｈ
・建物ＢＬが建てられた地域及び使用したアメダス：愛知県岡崎市
・建物ＢＬの延べ床面積：２２６．０５ｍ2

・外気影響係数Ａ：０．０２４１
・室温影響係数Ｂ：０．０３２３
・地熱影響係数Ｃ：０．０２６８
【００７２】
　図１０及び図１１に示されるように、床下空間の予測温度と、床下空間の温度の実測値
とは、決定係数Ｒ2が０．９８であった。従って、上記式（１）及び上記式（２）を用い
た上記の予測方法では、床下空間４の温度を検知する手段を設けることなく、床下空間の
温度を、正確に予測できることが確認できた。
【００７３】
　次に、図７に示したように、第２給気量で床下空気Ａｉを供給した場合の床下空間４の
温度の増分値（以下、単に「第２増分値」ということがある）を計算する（工程Ｓ４２２
）。
【００７４】
　本実施形態の第２増分値は、第１増分値と同様に、上記式（２）に基づいて計算される
。なお、外気影響係数Ａにおいて、床下空間の換気量Ｖventには、給気手段２０の第２給
気量（ｍ3／ｈ）が設定される。これにより、第２給気量で床下空気Ａｉを供給した場合
の床下空間４の温度の増分値（第２増分値）を求めることができる。
【００７５】
　次に、制御手段２７は、床下空間４の温度の増分値に基づいて、床下空間４の温度を予
測する（工程Ｓ４３）。工程Ｓ４３では、上述したように、第１増分値（θ(t)－θ(t-1)

）と、現在の床下空間４の温度θ(t-1)とを積算することにより、第１給気量で床下空気
Ａｉを供給した場合の床下空間４の温度（第１予測床下温度θ(t)）が求められる。さら
に、工程Ｓ４３では、第２増分値（θ(t)－θ(t-1)）と、現在の床下空間４の温度θ(t-1

)とを積算することにより、第２給気量で床下空気Ａｉを供給した場合の床下空間４の温
度（第２予測床下温度θ(t)）が求められる。
【００７６】
　次に、図４に示したように、制御手段２７は、給気手段２０の給気量を増減させる（給
気量増減工程Ｓ５）。この給気量増減工程Ｓ５では、床下空間温度予測工程Ｓ４で予測さ
れた床下空間４の温度に基づいて、給気手段２０の給気量を増減させている。図１２は、
本実施形態の給気量増減工程Ｓ５の処理手順の処理手順の一例を示すフローチャートであ
る。
【００７７】
　給気量増減工程Ｓ５では、先ず、制御手段２７が、第１給気量での第１冷却能力を計算
する（工程Ｓ５１）。第１冷却能力Ｃａ（Ｗ）は、予測された第１予測床下温度θ(t)と
、居室空間１６の温度と、第１給気量と、空気の比熱とに基づいて、下記式（３）によっ
て計算される。
　Ｃａ＝（Ｔｉ－Ｔａ）×Ｈａ×Ｓａ…（３）
　ここで、
　　Ｔｉ：居室空間の温度（℃）
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　　Ｔａ：第１予測床下温度θ(t)（℃）
　　Ｈａ：空気の比熱（Ｗ／ｍ3・Ｋ)
　　Ｓａ：第１給気量（ｍ3／ｈ）
【００７８】
　空気の比熱Ｈａは、空気１ｍ3あたりの容積比熱である。本実施形態の空気の比熱Ｈａ
には、０．３５（Ｗ／ｍ3・Ｋ)が設定される。また、居室空間の温度Ｔｉは、上記式（２
）で用いられた現在の居室空間の温度θi(t-1)が設定される。
【００７９】
　上記式（３）では、居室空間１６（温度Ｔｉ（℃））に、床下空気Ａｉ（第１予測床下
温度Ｔａ（℃））を、第１給気量Ｓａ（ｍ3／ｈ）で１時間供給した場合の冷却能力（第
１冷却能力Ｃａ）が計算される。
【００８０】
　第１冷却能力Ｃａは、第１予測床下温度Ｔａが低い（居室空間の温度Ｔｉとの温度差が
大きい）ほど大きくなる。これは、上記条件のもとで、床下空気Ａｉが供給されると、居
室空間１６を効果的に冷却できることを示している。一方、第１冷却能力Ｃａは、第１予
測床下温度Ｔａが高い（居室空間の温度Ｔｉとの温度差が小さい）ほど小さくなる。これ
は、上記条件のもとで床下空気Ａｉが供給されると、居室空間１６を十分に冷却できない
ことを示している。
【００８１】
　次に、制御手段２７が、第２給気量での第２冷却能力を計算する（工程Ｓ５２）。第２
冷却能力Ｃｂ（Ｗ）は、予測された第２予測床下温度θ(t)と、居室空間１６の温度と、
第２給気量と、空気の比熱とに基づいて、下記式（４）によって計算される。
　Ｃｂ＝（Ｔｉ－Ｔｂ）×Ｈａ×Ｓｂ…（４）
　ここで、
　　Ｔｉ：居室空間の温度（℃）
　　Ｔｂ：第２予測床下温度θ(t)（℃）
　　Ｈａ：空気の比熱（Ｗ／ｍ3・Ｋ)
　　Ｓｂ：第２給気量（ｍ3／ｈ）
【００８２】
　空気の比熱Ｈａは、工程Ｓ５２と同様に、０．３５（Ｗ／ｍ3・Ｋ)が設定される。また
、居室空間の温度Ｔｉは、上記式（２）で用いられた現在の居室空間の温度θi(t-1)が設
定される。
【００８３】
　上記式（４）では、居室空間１６（温度Ｔｉ（℃））に、床下空気Ａｉ（第２予測床下
温度Ｔｂ（℃））を、第２給気量Ｓｂ（ｍ3／ｈ）で１時間供給した場合の冷却能力（第
２冷却能力Ｃｂ）を計算することができる。
【００８４】
　第２冷却能力Ｃｂは、第１冷却能力Ｃａと同様に、第２予測床下温度Ｔｂが低い（居室
空間の温度Ｔｉとの温度差が大きい）ほど大きくなり、居室空間１６を効果的に冷却でき
ることを示している。一方、第２冷却能力Ｃｂは、第２予測床下温度Ｔｂが高い（居室空
間の温度Ｔｉとの温度差が小さい）ほど小さくなり、居室空間１６を十分に冷却できない
ことを示している。
【００８５】
　次に、第２冷却能力Ｃｂと、第１冷却能力Ｃａとの差（Ｃｂ－Ｃａ）が、予め定められ
た閾値よりも大きいか否かが判断される（工程Ｓ５３）。差（Ｃｂ－Ｃａ）は、第２給気
量での冷却能力Ｃｂと第１給気量での冷却能力Ｃａの差、即ち、床下空気Ａｉを、第１給
気量から第２給気量に増加させて供給した場合の冷却能力の増加分を示している。
【００８６】
　また、閾値としては、適宜設定することができる。本実施形態では、床下空気Ａｉを第
２給気量で１時間供給した際に消費する電力Ｅｂ（Ｗｈ）と、床下空気Ａｉを第１給気量



(14) JP 2015-68585 A 2015.4.13

10

20

30

40

で１時間供給した際に消費する電力Ｅａ（Ｗｈ）との差（Ｅｂ－Ｅａ）が設定されるのが
望ましい。このような閾値は、給気手段２０の給気量を、第１給気量から第２給気量に増
加させた際の電力の増加分を示している。本実施形態の閾値としては、建物ＢＬに設置さ
れる送風手段２２の第１給気量での消費電力、及び、第２給気量での消費電力に基づいて
、適宜設定される。
【００８７】
　前記差（Ｃｂ－Ｃａ）が、前記閾値よりも大きい場合（工程Ｓ５３で「Ｙ」）、第２給
気量での消費電力の増加分に対して、第２給気量での冷却能力の増加分が大きい。これは
、第２給気量で床下空気Ａｉを供給すれば、第２給気量での消費電力（ランニングコスト
）よりも大きな冷却効果を得ることができることを示している。従って、制御手段２７は
、第２給気量で床下空気Ａｉを供給する（工程Ｓ５４）。これにより、本実施形態の空調
システムでは、居室空間１６の温度を効果的に低下させることができる。
【００８８】
　一方、前記差（Ｃｂ－Ｃａ）が、前記閾値以下である場合（工程Ｓ５３で「Ｎ」）、第
２給気量での冷却能力の増加分に対して、第２給気量での消費電力の増加分が大きい。こ
れは、第２給気量で床下空気Ａｉを供給しても、居室空間１６の温度を十分に低下させる
ことができないだけでなく、消費電力（ランニングコスト）だけが無駄に増加することを
示している。従って、制御手段２７は、第１給気量で床下空気Ａｉを供給する（工程Ｓ５
５）。これにより、本実施形態の空調システムでは、給気手段２０の無駄な運転を減らし
、ランニングコストの増大を抑制することができる。
【００８９】
　このように、本実施形態の空調システムでは、予測された床下空間４の温度に基づいて
、給気手段２０の給気量を増減させ、居室空間１６の温度を効率よく低下させることがで
きる。しかも、本実施形態の空調システムでは、例えば、床下空間４の温度を検知する手
段を設けることなく、上記式（１）及び上記式（２）を用いた方法に基づいて、床下空間
４の温度を正確に予測することができる。従って、居室空間１６の温度をより効率よく低
下させることができる。また、床下空間４に、温度センサーや信号線の配置が不要となる
ため、初期費用を抑えることができる。
【００９０】
　制御手順は、図４に示すスタートからエンドまでの一連の処理が終了しても、繰り返し
実行される。これにより、時々刻々と温度が変化する居室空間１６の温度を低下させるこ
とができる。
【００９１】
　以上、本発明の特に好ましい実施形態について詳述したが、本発明は図示の実施形態に
限定されることなく、種々の態様に変形して実施しうる。
【符号の説明】
【００９２】
　２　　　基礎
　３　　　床
　４　　　床下空間
２０　　　給気手段
Ａｏ　　　外気
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